
１．固定資産 15,147,853,872 円 877,674,275 円

　(1)有形固定資産 13,900,390,525 円 868,089,275 円

　(2)無形固定資産 0 円 9,585,000 円

　(3)投資その他の資産 1,247,463,347 円 246,666,062 円

２．流動資産 553,644,796 円 198,758,293 円

　(1)現金預金 497,548,071 円 34,117,839 円

　(2)未収金 20,368 円 12,169,930 円

　(3)基金 56,076,357 円 1,620,000 円

1,124,340,337 円

14,577,158,331 円

資 産 合 計 15,701,498,668 円 15,701,498,668 円

前年度末純資産残高(A) 16,782,891,372 円

経常費用(A) 6,076,377,042 円 純行政コスト△(B) △ 4,161,618,161 円

１．業務費用 6,034,224,303 円 財源(C) 1,415,499,076 円

　(1)人件費 496,640,611 円 １．税収等 1,412,587,076 円

　(2)物件費等 5,522,934,745 円 ２．国・県等補助金 2,912,000 円

　(3)その他の業務費用 14,648,947 円 その他（D） 540,386,044 円

２．移転費用 42,152,739 円 本年度純資産変動額
（Ｅ）＝（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ） △ 2,205,733,041 円

　(1)補助金等 39,924,839 円 本年度末純資産残高(A)+(E) 14,577,158,331 円

　(2)その他 2,227,900 円

経常収益(B) 1,914,758,881 円

　(1)使用料及び手数料 883,537,260 円

　(2)その他 1,031,221,621 円

純 行 政 コ ス ト (A)-(B) 4,161,618,161 円 前年度末資金残高(A) 564,533,965 円

本年度資金収支額(B) △ 79,155,824 円

１．業務活動収支 △ 85,419,311 円

２．投資活動収支 322,681,302 円

３．財務活動収支 △ 316,417,815 円

本年度末資金残高(C)=(A)+(B) 485,378,141 円

本年度末歳計外現金残高(D) 12,169,930 円

本年度末現金預金残高(C)+(D) 497,548,071 円

　(2)賞与等引当金

貸 借 対 照 表 に 計 上 さ れ な い 人 的 サ ー ビ ス
などの資産形成に結びつかない行政サービスに
要 し た 経 費 （ 費 用 ） と 、 そ れ に 対 す る
受 益 者 負 担 分 （ 収 益 ） を 表 し た も の で す 。

貸 借 対 照 表 の 「 純 資 産 」 に つ い て 、 １ 年 間 で
どのような変動があったかを表したものです。

資 金 収 支 計 算 書

１年間の資金の増減を「業務活動」、「投資活動」、
「 財 務 活 動 」 の 活 動 別 に 表 し た も の で す 。

行 政 コ ス ト 計 算 書 純 資 産 変 動 計 算 書

負 債 ・ 純 資 産 合 計

　(3)預り金

　(4)その他

負 債 合 計

純資産の部（これまでの世代が負担してきたもの）

純 資 産 合 計
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貸 借 対 照 表

富 山 地 区 広 域 圏 事 務 組 合 が 保 有 し て い る 土 地 や 建 物 な ど の 財 産 （ 資 産 ） の 合 計 と 、 そ の
財産をどのような 財源（負債・純資産）で賄ってきたかを左右に並べて比較して表したものです。

資産の部（これまでに取得した財産） 負債の部（将来の世代が負担するもの）

　(1)地方債

　(2)その他

２．流動負債

　(1)１年内償還予定地方債

１．固定負債


